
５．コンパクトシティの形成等
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社会資本の維持管理・更新費及び老朽化状況

n 今後、人口減少や少子高齢化に伴い財政状況がより一層厳しくなることが予測されているが、2013年度に
は更新費約3.6兆円、20年後には、約4.6～5.5兆円となり、現状の約3～5割高くなると推計されている。

出所：平成27年度 国土交通白書（国土交通省）

社会資本の維持管理・更新費及び老朽化状況
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総人口一人当たりの将来ストック額（道路、学校）

n 将来人口推計を用いて一人当たりストック量を延長すると、一人当たり道路ストックは、人口減少によって
概ね全ての都道府県で増加する見込みである。

n 同様に、学校ストックも2030年にかけて大幅に過剰になっていくことが見込まれている。

（備考）１．内閣府「都道府県別経済財政モデル・データベース」、国立
社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来人口推
計」（平成25年3月推計）、総務省「人口推計（平成24年10
月1日現在）」より作成。

２．2012年の資本ストック額（実質・2005年基準）を内閣府「固

定資産残高に係る参考試算値」における「一般政府」部門
の資産残高（2012年）の名目・実質比率を用いて名目化し
2012年と2030年の人口（推計値）で除したもの。なお、道路
については総人口、学校については0歳-14差の人口を用
いた。

出所：「地域の経済2016」（内閣府）
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公共施設の集約・複合化（公共施設等総合管理計画）

出所：「公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針」の概要（総務省） 52



集住化への取組を行う地方公共団体の政策手段

n 人口動態の変化に応じて街の姿を変えていくことは、多くの者の利害に関わり、かつ資金も要することから、
容易ではない。そこで、国は様々な制度を用意して地方公共団体の取組を支援することにしている。

出所：「地域の経済2016」（内閣府）
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立地適正化計画

n 医療・福祉施設、商業施設や住居等がまとまって立地し、高齢者をはじめとする住民が公共交通によりこれ
らの生活利便施設等にアクセスできるなど、福祉や交通なども含めて都市全体の構造を見直し、「コンパク
トシティ・プラス・ネットワーク」の考えで進めていくことが重要。

出所：「コンパクトシティ・プラス・ネット
ワーク」（国土交通省）
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空き家対策について

n 総住宅に占める空家の割合は1998年に1割を超えた後も増加の一途をたどり、2013年には13.5％、820万
戸となっている。

n 空き家の除去・改修や実態把握に必要な費用は、「空き家再生等推進事業」として社会資本整備総合交付
金から助成されてきた。また、2014年に「空家等対策の推進に関する特別措置法」が制定され、従来の社
会資本整備総合交付金による助成とは別に、「空家等対策計画」を策定する自治体に対し、用途を限定し
た補助金（補助率当は受来の助成と同等）が支給されることとなった。

出所：「地域の経済2016」（内閣府）
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日常の買い物に不便を感じる高齢者の割合

n 公共交通手段の衰退は、自家用自動車を操作することが難しくなった高齢者等の自力で移動する手段を持
たない層にとって深刻な問題である。実際、日常の買い物に不便を感じる高齢者は全国各地で増加してい
る。

出所：「地域の経済2016」（内閣府）
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今後本格導入が期待される交通サービスの事例等

n 既存の事業者による効率化や合理化だけでなく、鉄道や路線バスが衰退した地域では、生活に必要な移
動手段となる様々な交通サービスが生まれている。

出所：「地域の経済2016」（内閣府） 57



「小さな拠点」の形成（集落生活圏の維持）

出所：内閣官房まち・ひと・しごと創生本部資料 58



地域の課題解決を目指す地域運営組織

出所：地域の課題解決のための地域運営組織に関する有識者会議（平成28年8月10日） 59



居住地の中心部への集約に対する意識調査

n 人口減少、高齢化が進む中で、地域を維持・活性化させるための方法として、居住地を中心部に集約する
という考え方に賛成か、それとも反対か聞いたところ、「賛成」とする者の割合が29.8％（「賛成」8.3％＋「ど
ちらかといえば賛成」21.5％），「反対」とする者の割合が64.0％（「どちらかといえば反対」44.7％＋「反対」
19.3％）となっている。

出所：平成26年度 人口，経済社会等の日本の将来像に関する世論調査（内閣府） 60
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